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単独型短期入所の実施状況

に関する調査報告

令和 2 年 2 月 14 日

調査・研究委員会

※この調査は，一部の種別を除いて把握していなかった単独型短期入所について，会

員事業所全体の状況を調査した結果である。

（なお詳細については，「令和元年度全国知的障害児者施設・事業実態調査報告書」

に掲載している。）

【調査基準日】

令和元年 月 日

【調査票送付回収状況】

※実数下段の小数点を含む数値は合計の割合（％）を表している

※％表示は実数より算出し四捨五入しているため，合計が ％とならないことがある

※設問により同年度の全国知的障害児者施設・事業実態調査における空床利用型・併設型短期入所

及び令和元年度全国グループホーム実態調査（ 年度地域支援部会・相談支援部会関係調査報

告書）における併設型短期入所の調査結果と比較している

対象 送付数 回答数 回収率

本会会員事業所を運営する法人

１．単独型短期入所に関する調査結果

本会会員事業所を運営する法人 か所に 調査を行い、 か所から回答を得た（回

収率 ％）。

（ ）単独型短期入所の実施状況

単独型の短期入所は 法人のうち、 法人が実施していると回答している（全体の

％）。

事業所ごとに調査しているため一概には比較できないが、障害児入所施設における短期入

所（空床・併設）実施状況が ％、障害者支援施設における短期入所（空床・併設）実施

状況が ％、これらと比較すると少ない値となっている（グループホームの併設型の実施

状況は 事業所、 ％）。

しかし、本体施設の人員配置を活用できない単独型短期入所では、新たな職員配置が必要

となるため、妥当な数字とも考えられる（近年のニーズを受けて増加傾向である事は推測で

きる）。また、入所施設における空床型・併設型の短期入所を実施している法人は、単独型短

期入所を実施する必要がないと考え、実施していない事も推察される。

実施している 実施していない 計

（ ）複数の単独型短期入所の実施状況

単独型短期入所を実施している法人も、事業所数は か所が最も多くなっている（ ％）。

緊急時に備えるための設置で、 か所あれば対応できるが、事業所ごとに夜間帯の人員配置

が求められるため、複数の事業所で実施するのは難しい現状もうかがえる。

か所 か所 か所 か所 か所 計

実施法人

実施事業所

（ ）定員規模別事業所数

単独型短期入所の定員規模に関しては、３人以下の事業所が ％を占めており、入所施

設の併設型の同割合 ％に比べると、比較的小規模な事業所が多いことが分かる（事業所

の空き部屋やアパート、戸建ての住宅の部屋数に因るとも考えられる）。また、 人定員まで

の事業所が ％を占めており、人員配置基準が影響しているとも推察される（夜間対応職

員の最低基準： 対 ）。

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 ～ 人 人以上 無回答 計
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（ ）利用実績（平成 年 月～令和元年 月までの か月間）

事業所当たりの利用実人数は、実施している施設数で平成 年 月から令和元年 月

までの か月間の利用実人数を割り返した値である。単独型短期入所の利用実績は一事業所

当たり 人と、入所施設空床・併設型の利用実績 人を大きく上回っており、地域の

多くの契約者の多様なニーズに対応している事が推察される。なお、グループホームの併設

型においては 人と少ない数となっているが、小規模・同ユニットで入所利用者に与える

影響も大きいため、不特定多数の利用者のニーズに応えるのが難しい事が推測される。

利用実人数 利用件数（延べ） 利用泊数（延べ）
人当たりの平均

利用件数

事業所当たりの か

月間の利用実人数※

※実施している施設 か所で利用実人数を割り返した数

（ ）（ ）の利用件数（延べ）内訳

単独型短期入所の利用件数の内訳は、 泊 日の利用が ％を占めており（入所施設空

床・併設型の同割合の ％）、 泊 日を加えると ％を超える結果となった。緊急的な

短期間の利用に対応している事が想定されるが、人員配置の関係で、長期間の利用には対応

できない事業所も多いことが推察される。なおグループホームの併設型においても、 泊

日が ％、 泊 日が ％と単独型短期入所と同様の傾向となっている。

泊数 泊 泊 泊 ～ 泊 ～ 泊 ～ 泊 泊以上 不明 計

利用

件数

（ ）現在利用中（滞在中）の方の最長泊数

単独型短期入所の最長泊数は 泊までが ％と大半を占めているが、 泊以上の利用

も 人、 ％存在している事が分かった。また、 泊以上が 人、最長泊数は 泊と

いう回答も存在した。

最長泊数 ～ 泊 ～ 泊 ～ 泊 ～ 泊 ～ 泊 ～ 泊 ～ 泊 泊以上 計

法人数

（ ）年間 日以上利用した方の理由

年間 日以上利用した理由に関して、入所施設空床・併設型で 日以上利用した方は

「入所入居待機（入所施設・ ・その他の福祉施設）」が ％で最も多かったのに対し、

単独型短期入所では「入所入居待機」は ％と ポイント以上も開きがある事が分かっ

た。また、「その他」が ％と高く、背景に入所入居希望ではない多様なニーズが存在し

ている事が推察されるが、自由記述の回答がほとんど無かったため具体的な理由は不明であ

る。

計

入

所

入

居

待

機

障害者支援施設への入所待機のため

事業所数

人数

グループホームへの入居待機のため

事業所数

人数

その他福祉施設等への入所待機のため

事業所数

人数

本

人

・

家

族

等

本人の健康状態の維持管理のため

事業所数

人数

家族の病気等のため

事業所数

人数

地域での自立した生活をするための事前準

備のため

事業所数

人数

その他

事業所数

人数

計
事業所数

人数
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２．単独型短期入所調査のまとめと展望

単独型短期入所の事業所形態は様々であるが、主に以下の形態が考えられる。

①何らかの日中活動を提供している事業所（法人）が、通所利用者の宿泊ニーズ

に対して、事業所の空き部屋や近隣のアパートや戸建ての住宅を利用して実施して

いる（日中活動の職員が兼務で勤務する事が多い）。

②グループホームと同一の建物の中だが別のユニットで実施している。アパート

タイプのグループホーム（浴室、トイレ、キッチン等が個室に完備）であればその

並びの部屋で単独型の短期入所を実施している（ の職員が兼務で勤務する事も

多い）。

③その他、地域支援事業所（居宅介護・日中一時支援・移動支援等）や相談支援

事業所、児童発達支援、放課後等デイサービス等の実施法人が、利用者の緊急時に

備えて、事業所の空き部屋や近隣のアパート、戸建ての住宅を利用して実施してい

る（緊急的な利用が多く、多職種：ヘルパー・相談員・保育士等…で臨機応変に勤

務する事が多い）。

単独型短期入所は、入所施設やグループホームの空床型・併設型短期入所と違い、

地域特性、地域課題、実施する法人の歴史等により様々な事業形態が考えられる。

また、現在“地域生活支援拠点”の設置が進んでいるが、緊急時のシェルター機能、

地域生活（自立生活）に向けた体験利用等、空床型・併設型の短期入所と共に大き

な役割を果たす事が期待されている。

単独型の短期入所の利点としては、本体施設のプログラムに合わせる必要が無く、

地域サービスとの組み合わせ（移動支援・行動援護・重度訪問介護等）もしやすい

ため、多様なニーズ（外食、買い物等…）に対応しやすい点があげられる（様々な

体験利用に活用できる）。また、小規模な事業所が多いため、刺激に影響を受けや

すい方、障害児等も不安なく利用できるとも考えられる。

本調査の結果からは、単独型の短期入所は、地域の利用者の様々な宿泊ニーズに

対して（ニーズに応じて人員を配置していると考えられる）、短期間ではあるが柔

軟に対応している現状がうかがえる。

入所施設の空床型・併設型短期入所は大規模で、利用者にとっては刺激が多い環

境である事が考えられるが、様々な理由で在宅生活の継続が難しい方々をある程度

まとまった長い期間支援するのに適している。空床型・併設型・単独型各々にメリ

ット・デメリットがあるため、理想的には各地域にそれぞれが整備され、ニーズに

合わせて使い分けができるようになっていく事が望まれる。

最後に、年間 日以上利用している利用者の数が、単独型短期入所事業所で平

成 年度、 事業所（全体の ％）で 人、グループホーム併設型では 事業

所（全体の ％） 人、特に入所施設空床・併設型では 事業所（全体の ％）

で 人と高い数値を示している。全体のパーセンテージからすると少ないよう

に見えるが、限られた短期入所定員枠の一定枠を占めてしまっている事となり、地

域に住んでいる利用者の多様なニーズに応えられていない現状が推察される（入所

待機者枠となってしまっていて緊急ニーズに対応できていない）。今後追加調査を

するのであれば、入所施設の空床・併設型短期入所の利用実態を深めるとともに、

入所待機者の人数等を把握する事も重要となるのではないかと考える。

２．単独型短期入所調査のまとめと展望

単独型短期入所の事業所形態は様々であるが、主に以下の形態が考えられる。

①何らかの日中活動を提供している事業所（法人）が、通所利用者の宿泊ニーズ

に対して、事業所の空き部屋や近隣のアパートや戸建ての住宅を利用して実施して

いる（日中活動の職員が兼務で勤務する事が多い）。

②グループホームと同一の建物の中だが別のユニットで実施している。アパート

タイプのグループホーム（浴室、トイレ、キッチン等が個室に完備）であればその

並びの部屋で単独型の短期入所を実施している（ の職員が兼務で勤務する事も

多い）。

③その他、地域支援事業所（居宅介護・日中一時支援・移動支援等）や相談支援

事業所、児童発達支援、放課後等デイサービス等の実施法人が、利用者の緊急時に

備えて、事業所の空き部屋や近隣のアパート、戸建ての住宅を利用して実施してい

る（緊急的な利用が多く、多職種：ヘルパー・相談員・保育士等…で臨機応変に勤

務する事が多い）。

単独型短期入所は、入所施設やグループホームの空床型・併設型短期入所と違い、

地域特性、地域課題、実施する法人の歴史等により様々な事業形態が考えられる。

また、現在“地域生活支援拠点”の設置が進んでいるが、緊急時のシェルター機能、

地域生活（自立生活）に向けた体験利用等、空床型・併設型の短期入所と共に大き

な役割を果たす事が期待されている。

単独型の短期入所の利点としては、本体施設のプログラムに合わせる必要が無く、

地域サービスとの組み合わせ（移動支援・行動援護・重度訪問介護等）もしやすい

ため、多様なニーズ（外食、買い物等…）に対応しやすい点があげられる（様々な

体験利用に活用できる）。また、小規模な事業所が多いため、刺激に影響を受けや

すい方、障害児等も不安なく利用できるとも考えられる。

本調査の結果からは、単独型の短期入所は、地域の利用者の様々な宿泊ニーズに

対して（ニーズに応じて人員を配置していると考えられる）、短期間ではあるが柔

軟に対応している現状がうかがえる。

入所施設の空床型・併設型短期入所は大規模で、利用者にとっては刺激が多い環

境である事が考えられるが、様々な理由で在宅生活の継続が難しい方々をある程度

まとまった長い期間支援するのに適している。空床型・併設型・単独型各々にメリ 

ット・デメリットがあるため、理想的には各地域にそれぞれが整備され、ニーズに

合わせて使い分けができるようになっていく事が望まれる。

最後に、年間  日以上利用している利用者の数が、単独型短期入所事業所で平

成  年度、  事業所（全体の ％）で  人、グループホーム併設型では  事業

所（全体の ％）  人、特に入所施設空床・併設型では  事業所（全体の ％）

で ,  人と高い数値を示している。全体のパーセンテージからすると少ないよう

に見えるが、限られた短期入所定員枠の一定枠を占めてしまっている事となり、地域

に住んでいる利用者の多様なニーズに応えられていない現状が推察される（入所待機

者枠となってしまっていて緊急ニーズに対応できていない）。今後追加調査をするの

であれば、入所施設の空床・併設型短期入所の利用実態を深めるとともに、入所待

機者の人数等を把握する事も重要となるのではないかと考える。
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